
資料４

行政利用の仕組みの整備（論点４）
ー移送元省庁による利用（注）のあり方ー

（注）中間書庫に移送された公文書は（半）現用文書であ
るため、評価・選別後、国立公文書館へ移管されるまで
の間、移送元省庁が行政利用できる仕組み確保しておく
ことが必要。



小論点１ 利便性の確保
以下のような機能のうち、どこまで中間書庫が担うべきか

• 移送されてきた文書について、分類整理を行い、目録を作成
すること。

• 移送元省庁からの要求に対して、文書管理システム等によ
り容易に検索し迅速に提供すること。

• 各府省庁からの文書内容等に関する問合せに適切に対応
できること（リファレンス機能）

• 保存期間が満了した文書について、安全かつ確実に廃棄
（焼却、溶解）を行うこと。

• 専門的技術によって保存・修復を行うこと。
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小論点２ 迅速性の確保
以下のような機能のうち、どこまで中間書庫が担うべきか

• 利用省庁からのアクセスの迅速性を確保するため可能な限
り移送元省庁（霞ヶ関等）から近距離にあること。

• 移送元省庁からの文書の要求に対し、例えば２４時間以内
に配達する等迅速な配送サービスを行うこと。

• 国会質問や災害等緊急時への対応するため深夜でも対応
できる２４時間体制をとること。

• 移送元省庁からの要求に対しファイル自体を送付するので
はなく、当該文書を電子化し、セキュリティーを確保した上で
オンライン等にて送付すること。
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小論点３ 安全性の確保
以下のような機能のうちどこまで中間書庫が担うべきか
• 現用文書であるとともに秘密文書も含まれることから、守秘義
務を徹底。個人情報保護については行政機関個人情報保護
法を踏まえた細心の取り扱い。

• 自然災害等の滅失・棄損をもたらす事故等から文書を保護し
てくれる機能（火災・煙探知機、エナージェンガス消火設備、
適切な照明設備、定温・定湿度管理）

• 原本配送時の事故発生に備えた安全対策の徹底
• ハッカーやコンピューターウイルス等のサイバー攻撃等への
防御対策

• 移送元省庁からの文書の要求に対し安全にこれを配送（２４
時間以内等に）する仕組み

• 自然災害等による避け難い原本の破損、散逸等の危険に備
えてマイクロフィルム等によるバックアップ体制の整備
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（参考）

歴史資料として重要な公文書等の移管に関するアン
ケート結果（平成16年3月22日 内閣府）（抄）

Q８

・秘密情報の適切な管理

・利用頻度が少なくなった文書であっても、国会等への質問対応のため、急に必要となる場合が考えられることから、保存場所は役所の近くに設置されていることが望ま
しく、夜間における対応もお願いできるとよいと考える。

・文書に含まれる情報等が漏洩しないよう万全の対策を講じること

・場所の利便性
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その他（自由にご記入ください。）

義務でない限り利用しない

文書を必要な時に支障なく利用できること

文書保管コストの削減に資すること

オフィス・スペースの有効利用に資すること

情報公開法上の開示請求にスムーズに対応できること

我が国について、国の機関、あるいは、国立公文書館において、共用の書
庫(いわゆる中間書庫)を設置した場合、このような書庫の利用を前向きに検

討するのは、当該書庫がどのような条件をみたした場合ですか。
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